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はじめに
ニジェール共和国の「生産実習活動（1esActivit6sPratiquesetProductives：APP）」は，1987年に初
等教育のカリキュラムに導入された。この生産実習活動は，従来の国語や算数などの授業に加えて新
たに実施されるようになった特別活動で，活動を通して，歌や踊りなどのそれぞれの民族の特色のあ
る，特有の文化行事の伝達や，地域の特色を反映した工芸品などの生産方法が教授されている。これ
らの活動を学ぶことによって，子どもに卒業後の生活に役立つ知識や技術を習得させることが生産実
習活動の導入目標である。
ニジェールを含むフランス語圏のアフリカでは，日常生活で使用される言語と学校での教授言語が
異なり，学校で教わる教科内容が日常生活で必要な知識とかけ離れているという状況がみられる。こ
のことから，進学や就職の機会の拡大，生産技術の教授などの，学校教育が本来備えている役割を果
たすことが困難になっている（1）。一部の地域では，民族固有の伝統行事を導入するなど，学校教育
をその地域文化の性質に近づけようとする試みもなされているが，多くの場合，その形式的な導入と
して終わることが多い。アフリカでの教育の推進に際して，学校の教育カキュラムをアフリカ固有の
教育理念へ適応させる必要性も唱えられているが，アフリカの教育理念が具体的にどのような形で学
校教育に貢献しうるのかは明確になっていない（2）。
本稿では，ニジェール固有の文化活動や生産活動を学ぶ「生産実習活動」の分析を通し，ニジェー
ル共和国初等教育における生産実習活動導入の歴史的背景と導入目的を明らかにする。更に，現在の
実践状況を分析することで，生産実習活動が円滑に実施されるために必要な条件を考察し，ニジェー
ル固有の教育理念や教育形態が学校教育に与える影響を考察するうえでの一助としたい。
1．ニジェール共和国教育制度の概要
ニジェールはアフリカ西部に位置する人口約1，106万人（3）の多民族国家である。公用語であるフ
ランス語は村落部ではほとんど話されることがなく，各民族の言語として，ハウサ語，ザルマ語，タ
マシェック語などがある。大多数の人々がイスラム教を信仰しているが，ニジェールにイスラム教が
伝わったのは7世紀頃で（4），その他にキリスト教や民族固有の信仰などがある。
教育の普及は1960年の独立以降に取り組まれ，その結果，初等教育就学率は1963年で4・7％（5）
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1974年では12ユ％，2005年には52・4％となっている（6）。また，2003年の15歳以上の識字率は
36．9％となっている（7）。
ニジェールのフォーマル教育のうち，日本での小学校教育に当たる「基礎教育サイクル1（cycle
debasel）」は，フランス語を教授言語とする「普通校（6coletraditionnelle）」と，フランス語とア
ラビア語を教授言語とする「マドラサ（medersa）」，最初の3年間のみ各民族の使用言語を教授言語
とし，後の3年間はフランス語に切り替えて授業を行う「実験校（6coleexp6rimentale）」，障害のあ
る生徒のための「特殊学校（6ColespEcialis6e）」の4タイプに分けられる（8）。
表1学校数と割合（年度別）
普 通校 マ ドラサ 実験校 特殊校 合計
2002／03 6303 ，（93．5％） 420 （6．2％） 39 （0．6％） 8 （0．1％） 6770
2003／04 7013 （93．1％） 473 （6．3％） 38 （0．5％） 8 （0．1％） 7013
2004／05 7669 （92．7％） 533‾（6．4％） 53 （0．6％） 16 （0．2％） 8301
出所：Ministeredel’EducationdeBaseetdel，Alphab6tisation，AnnuaireStatistiquesdu
Wハい・‥／・押。出′′；‥・‥！・／J小‥′・J・！二l11・如′・・！J、。lこげ二川′・」二叫ご∴叫・J二川′／、‥り＝ト
2ββ5．
後述する教育基本法では，ニジェールにおける教育を「フォーマル」，「ノンフォーマル」，「イン
フォーマル」の3部門に分けている。「フォーマル」教育は，3歳から5歳までの就学前教育と，そ
の後10年間の基礎教育（6年間の「サイクル1」と4年間の「サイクル2」）に分けられ，それに続
く形で中等教育，高等教育が置かれた。また，「ノンフォーマル」教育は，識字教育を行う識字セン
ターや宗教学校，その他の研修組織などを指し，「インフォーマル」な教育は，家庭内や社会集団の
中での学習，メディアから受け取る情報などを指すとされている（9）。
2．1957年以降の教育改革
（1）独立から軍事政権期
ニジェールに国家教育省が設置されたのは1957年のことである。1960年の独立以前には，フラ
ンス軍の軍事拠点である，ニアメ市とザンデール市の「地域学校（芭coler6gionale）」の学校長がニ
ジェール全土の教育を管理していた（10）。
独立以前の学校の配置は都市部に集中しており，このことが農村部と都市部での就学の格差につな
がっていた。この格差を改善するため，独立後には小学校建設の優先順位が農村部に置かれた。しか
しながら，独立を契機とした農村部から都市部への人口移動が学齢児童の移動を招き，農村部の学校
数が増加したにも関わらず，都市部での教室数や教員数は不足していた（11）。
これらの状況を改善するために，独立以降のニジェールでは数度にわたる教育改革の試みがなされ
ている。
セイニ・クンチェ（SeyniKountch6，1931－87）によるクーデターで軍事政権が樹立された1974年
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表2　主な教育改革の変遷
1957年 国家教 育省 の設置
1961年 教育改 革へ の取 り組みの開始
1974年 教 育改革の常任事務局の設置 と，就学計画の決定
1987年 ニジェール教育計画 の作成，国家教育図書委員会の設置
1998年 教 育基本法 （laLoiNO98－12dulerjuin1998）の制定
2001年 教 育開発 10カ年計画 （2002－2012）の策定
出所‥UNESCO，StrategiesdbdqPtationdesnouveauxcurrieulaenqmquedelbuest，2003，
01iverMEUNIER，BilandbnSibcledePolitiquedducativesauNiger，2000より作成
には教育改革の常任事務局が設置され，実験校での試験的な生産実習活動の導入が開始された（12）。
さらに，同年4月に開催された第一回委員会会議では，教育改革に関する公式文書が作成されている0
この文書では特にニジェール独自の文化背景を活かした教育の実埠が重視さ鞍，教育の到達目標につ
いて以下のように述べられている03）。
多くの生産技術を身につけ，経済活動を行うことが可能であるような新たな市民を育成し，技
術と現代科学の発展の道を開くのである。〔…〕そして，我々の文化の価値を認識し，その豊か
な遺産である文化活動に積極的にすることで，ニジェール人としての個性を開花させるのであ
る（14）。
同時期には母語の使用の重要性が唱えられるようになり，1973年には，当時の人口の70％以上が
使用していたと見積もられるハウサ語を教授言語とした実験校が開設されている。同様に，1976年
にはザルマ語の実験校が，79年にはタマシェック語やフルフルデ語（15）などの言語を教授言語とした
実験校も設置された。また，70年代にはウラン生産による好景気も引き金となり，技術専門学校や
識字研修センター，看護学校，青年体育研究所などが設置され，人材育成分野においても幅広い取り
組みが開始された。
（2）構造調整政策導入以降
ニジェール軍事政権期の1983年に経済立て直しのための構造調整政策（16）が導入されると，教育
予算への拠出が大幅に削減され，雇用も縮小された（17）。1987年にはセイブ（A五Saibou，1940－）政権
によって「経済社会開発計画」が策定（18）されるなど，経済政策の強化が図られている。同年には教
育計画の策定や教育図書委員会の設立など，教育面の改革も進み，新たな科目も開発された。生産実
習活動が正式な科目としてカリキュラムの一部に組み込まれたのもこの時期である。
現行のニジェールの教育システムは1998年に採択された「教育基本法（1aI＿JOiNO98－12dulerjuin
1998）」の規定に則ったものであるが，この法令の発令当時に教育の質，アクセスに関する問題が浮
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上していたことや経済状況が悪化していたことから，同法令では教育の経済効果も念頭に置かれてい
る。
教育の目標について述べられた第12条では以下のように記載されている。
第12条　経済発展や社会文化との調和という観点から，ニジェール教育政策における教育
の最終目標は，教育システムが国家の人的資源の価値をより引き上げ得るものとなることにあ
る（19）。
3．生産実習活動の導入と変化
フランス植民地期のニジェールには，既に，生産実習活動の前身とも言うべき「計画活動（ac丘正縫s
dirig色es）」が存在していた0この活動では，デッサンや農学，彫刻，裁断などの指導が行われており，
既にこれらの授業を受講し，一定の基準を満たすと認められた生徒が教員となり，次の世代の指導に
あたった。独立以降の教育改革とともに教育カリキュラムが変更されると，活動を指導するために必
要な知識や指導方法を身に付ける場は失われた。このカリキュラムの変更にともない，従来，「計画
活動」で教授されてきたデッサンや歌唱などに関しては，学習科目として正式にカリキュラム内に位
置づけられることになった。しかし，農業や機胤陶器作りなどの授業が再び全ての学校で実施され
るようになるには，1987年の生産実習活動の正式な導入を得たねばならなかった。
この全国規模での正式な導入に先駆けて，実験校では生産実習活動が試験的に導入されていたが，
その試験的な導入の際には，活動目標として以下の4点が掲げられている（20）。
①　自己啓発の促進
（彰　教育費の軽減
③　卒業生の生産セクターへの参加促進
④　最小限の教育予算での学校改善
この試験的な導入では，文化活動を学ぶことによって，生徒が自身の属する国家や民族に対する
理解を深めることや，家計の負担を減らすことができるような生産活動を学ぶことなどが目標であっ
た。
1987年に生産実習活動がニジェールの全ての初等教育機関のカリキュラムに導入されることにな
ると，更に具体的な活動目標が示された。ニジェール教育省が作成した生産実習活動のマニュアルに
よれば，活動を通して以下の事柄を生徒に身に付けさせることを目的としている（21）。
①　地域的な特色のある手工芸品の生産（藁編み，機織，陶器造り，塗装など）
②　農業や飼育，漁業（小規模な畑作りや畜産など）
ニジェール共和国初等教育における特別活動（谷口）　　　　　　　　　191
③　家計に関連する仕事（料理やかまど作りなど）
（彰　社会文化的な活動（歌，踊り，劇など）
⑤　技術の必要な活動（溶接，鍛冶など）
実験校での実施は試験的なものであったためか，生産実習活動の導入目標も漠然としたものであっ
た。しかし正式導入の際にはマニュアルも作成され，より詳細な内容が指定された。卒業後の進路に
役立つというだけではなく，在学中にも家計の助けとなりうるような学習内容も組み込まれている。
通常子どもは，これらの活動を家事の手伝いや近隣の住民との関係の中で習得するが，生産実習活動
では，これらの活動をカリキュラムに導入することで，教育をより実践的なものに近づけることを試
みている（22）。生産実習活動は，「ニジェール人への学校の開放」と，「子どもへの将来の経済活動の
準備過程の提供」という二重の役割を担っているのである（23）。
生産実習活動は全ての初等機関のカリキュラムに組み込まれ，1987年の導入時には小学校1，2年
生に対して過3時間25分，3年生から6年生に対しては過3時間の実施が義務付けられた。当時の
規程では，3年生から6年生の歴史や地理の授業が週に1時間，3，4年生の物理や自然科学は45分，5，
6年生に対しては1時間の授業実施が定められている。他の科目の授業時間と比較しても，政府の生
産実習活動に対する取り組みの積極性が見て取れる。
表3　初等教育授業時間数（1週間あたり，自然時間）
フ
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1・2年 15時 間
15分 －
50分 － 5時 間 － － 2時間 1時間
2時間
30分 30時間
3・4年 11時 間15分 1時間 45分 1時間 5時 間 45分 45分 2時間 2時間
2時間
30分 30時 間
5・6年 10時間 1時間 1時間 1時間 5時 間 1時間 1時 間 2時間 2時間
30分
2時間
30分 30時 間
出所：Ministbredel’Educationnationale，hmmmesdelEnseknementduPremierdqr6，1990．より作成
しかしながら，01ivirerMEUNIERの研究によると（24），実際の教育現場では大部分の教員が生産実
習活動の指導研修を受講しておらず，子どもたちを指導することが困難な状況であったという。また，
生産実習活動の成果を評価するすべがなく，小学校の卒業資格試験（25）との関連もないことが理由と
なり，想定されていたような授業が実施されることは稀であった。生産実習活動に割り当てられた大
部分の時間は，一部の子どもたちによる掃除の時間に費やされることが多く，期待されたような成果
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は得られなかった（26）。
また保護者の中には，機織や藁編みなどの，社会的に価値が低いとされる仕事を子どもに学ばせる
ことを嫌い，生産実習活動に対して不満を示す者もいた。更に農村部では，活動に必要な井戸などの
水資源や活動資金を得ることができず，生産実習活動の実施は難航を極めた（27）。
4．生産実習活動への取り組み事例
以上に見てきたように，生産実習活動は制度的にはカリキュラムとして位置づけられているもの
の，実際に活動が実施されている学校は多くない。しかしながら，近年NGOや各国援助機関による
支援が行われ，一部の地域では活発な活動が行われている。本項ではその一例としてJICA（国際協
力機構）による生産実習活動支援を取り上げる。
（1）JICAによる生産実習活動支援
ニジェールの中央部に位置するタウア州では，JICAの学校運営支援プロジェクト（住民参画型学
校運営改善計画）が実施されている。このJICAプロジェクトでは，学校周辺の住民が学校運営へ積
極的に参加するためには地域住民のニーズを反映した学校づくりが不可欠であるとしており，生活で
実践できる生産実習活動の充実に取り組んでいる（28）。同プロジェクトでは，生産実習活動の推進に
際して以下の4点が必要であると分析している（29）。
①　生産実習活動に関する地域住民の参画，協力
（参　生産実習活動についての関係者の共通理解
③　地域のニーズを反映した活動選出
（り　児童の自主性の促進
この4点を踏まえ，JICAでは，生産実習活動の実施形態には，教員に指導される「教科としての
生産実習活動」ではなく，課外活動としての実施が適切であると判断し，「APP（生産実習活動）ク
ラブ」の導入を行っている。
このAPPクラブの導入に先立ち，児童，教員，地域住民への生産実習活動の重要性の説明，活動
の選出，活動ごとの責任者の選出などが行われている。APPクラブはタウア州のコこ県とブザ県の
68校を対象に設置されており，そのうちの58校が活動を行っている。通常の学校の時間割で授業の
補習時間として害川当てられている，金曜の午後に活動を実施する学校が多い（30）。
（2）活動内容
プロジェクトの対象校であるタウア州ブザ県に位置するタマ小学校と，イレラ県のコツサ第一小学
校の生徒と学校運営委員会役員（31），母親会のメンバーに対して聞き取り調査を実施した（32）。
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（カタマ小学校
タマ小学校では過2時間を生産実習活動に割り当てており，調理や畑の柵作りの他，タマ村の歴史
を題材とした演劇，合唱などの文化活動，かご製品やゴザの作成などを行っている。また，創造性を
養うために低学年の活動に図工を取り入れるなどの工夫もされている（33）。
加えて，生徒によって生産されたかご製品や布製品などの販売ルートを確立し，その売り上げを学
校内の活動資金や講師費用に補填しようとする試みもなされていた（34）。
また，学級を受け持つ教員の生産実習活動への理解が得られるように，APPクラブの導入に先立ち，
生産実習活動の概要や児童心理学などを学ぶ教員研修も開催されている。
タマ小学校では，児童，教員，地域住民の中からそれぞれクラブ責任者が選出され，各責任者によ
る話し合いを通じて活動計画が立てられている。タマ小学校の生産実習活動で特徴的であるのは，活
動を指導する講師が，国語や算数などの通常科目を教える教員のみでなく，指導しうるだけの技術を
持った母親会のメンバーや，近隣の住民であることである。一仮に教員が指導することのできない活動
が活動計画に設定された場合には，教員は計画の運営面の管理を主に行い，技術指導は保護者や学外
の地域住民に任せている。これによって，教員に不足していた技術が補われるだけでなく，地域住民
が生産実習活動を通して学校活動に積極的に参加できるようになっていた。
②コツサ第一小学校
コツサ第一小学校では，タマ小学校ほど活発な活動は実施されておらず，生活実習活動の枠内で落
花生畑の増設が行われているのみであった（35）。
どちらの学校も生産実習活動に充てる経費を地域住民や保護者からの寄付（労働の提供を含む）で
成り立たせているものの，コツサ第一小学校では，直接学校に関わることが可能な距離に住んでいる
住民から活動資金を捻出していた。一方，タマ小学校ではその経費がナイジェリアへ出稼ぎに出てい
る村出身者から出資されており，実際に学校周辺で生活している住民や保護者からは拠出されていな
い（36）。このことから，生産実習活動の資金源の違いが，活動計画の立て方や，教員や保護者の積極
性に影響を及ぼしているとも考えることができる。
調査で訪問したタウア州の小学校の他，首都ニアメ市のガルバート第2小学校でも生産実習活動へ
の積極的な取り組みが報告されている（37）。しかし，別途聞き取り調査を実施したティラベーリ州サー
イ県に位置するトロデイー小学校では，生産実習活動の時間を設けて学校菜園を行ってはいるもの
の，農機具や活動資金の不足などから，実際の活動頻度は少ない（38）。
生産実習活動は，教員の積極性や学校の財政状況に大きく左右されるため，学校や地域によって実
施の度合いも一定ではないことがわかった。
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5．おわりに
本稿では，ニジェール共和国の生産実習活動の導入背景と現在の実践状況の調査を通じ，生産実習
活動が円滑に実施されるための条件を考察することを目的とした。生産実習活動の試験的な導入の背
景には，母語を教授言語とした小学校の拡大や，ニジェール固有の文化の見直し，人材育成の取り組
みなどにみられる，ニジェール文化を推進するいくつかの教育政策があった。生産実習活動が正式な
カリキュラムとして位置付けられるのは，経済の立て直しに重点が置かれた80年代であり，その導
入には，社会文化的な生産活動をカリキュラムの中に組み込むことで，教育をより実践的なものにし
ようとする目的があった。しかし，独立以降，生産実習活動を指導できる教員の数は減っており，ニ
ジェール全土での取り組みは依然として改善の余地があることが判明した。
ただし一部の例ではあるが，タウア州の調査で見られたように，生産実習活動が活発に行われてい
る学校も存在していた。教員による教授という一般的な授業の形態ではなく，保護者や地域住民が教
員とともに子どもの指導にあたることで，活発な活動の実施を可能にしていたのである。
生産実習活動で習得する内容は，本来，親類や近隣の住民との生活の中で学ぶものであるが，これ
まで円滑な実施がなされてこなかった学校では，工芸品の生産や学校菜園などを形式的に導入するの
みで，活動の指導者や，実施の形態を工夫するまでには至っていなかった。生産実習活動の普及が国
難であった理由としては，学校の財政面の問題もあるが，国語や算数などの通常科目のように実生活
から索離した形で教員によって指導される生産実習活動では，持続させるのが難しいという点も指摘
できる。ニジェールは多民族国家であり，各地域によって異なる文化が形成されている。一般の教員
養成研修では通常科目に関する研修が実施されるため，多様な地域文化を背景とした生産実習活動に
教員研修のみで対応していくことは難しい。生産実習活動の実施に際しては，本来これらの活動の知
識の伝達に密接に関わっていた，地域住民や保護者などの教育の担い手も考慮に入れ，実施方法につ
いて検討する必要があるのではないだろうか。
今後は，ニジェールの文化を形作る各民族の知識の伝達がどのように行われてきたのか，また，イ
スラム教の浸透以降，その伝達形態がどのように変化してきたのかについて調査していきたい。さら
に調査を通じ，ニジェールにおける知識の伝達形態が生産実習活動や学校教育にどのように影響しう
るのかを考察していきたい。
注（1）江原裕美編『内発的発展と教育』新評論，2003年，34－35頁。
（2）山田肖子「アフリカにおける内発的な教育理念と外生的カリキュラムの適応に関する課題」，『国際教育協
力論集』第7巻第2号，2004年，4－5頁。
（3）Ministeredel，EconomieetdesFinances，NotedepnsentationdesResultaisdeGnitiBduRecensementGdn67tll
delaIbPulationetdelHabitatmGfm2001），Niamey，2005，p．7．
（4）Ministeredel’EducationdeBaseetdel’Alphab6tisation，Rwortd7ndicateurspourlePilotagedeluucationde
base，Niamey，2004，p．37．
ニジェール共和国初等教育における特別活動（谷口）　　　　　　　　　195
（5）EditionJeuneAfrique，AtlasduNker，Paris，1980，p．26．
（6）CommissariatG6n芭ralauDdveloppement，AnnuaireStatistiquesl96nNiamey，1967．
（7）Ministさredel’EducationdeBaseetdel，Alphabetisation，AnnuaireStatistiquesduMinistbredelTducationde
Baseetdeln砂habdtisation2004T2005，Niamey，2005，p．84．
（8）肋軋p．19．
（9）ニジェール共和国教育基本法（laLoiNO98q12dulerjuin1998，Portantorientationdusystheeducatif
nig色den）。
aO）01iverMEUNIER，BilandbnSibcledepolitiqueiducativesauN＊Y，Paris，2000，p．107．
（1カ　乃id．，p．105．
02）MarcelInne，IJapOlitiqued’EducationduNiger，LesPolitiquesdelTducationen却簸ue，1987，p．224．
83）Ministeredel’Educationnationale，Grandesorientations，C．NR．E．PS”Refbrmedelbnseknement．，Niamey，
1974．
的）乃id．
個　タマシェック語はトウアレグ族の使用言語，フルフルデ語はフルベ族の使用言語である。
㈹　輸出を促進して国際収支を改善し，政府機能を縮小して財政赤字を解消しようとする経済政策。世銀・
IMFの支援で行われた（宮本正輿・松田素二編『新書アフリカ史』講談社，1997年，531頁）。
0・7）JICA『国別WIND情報整備調査ニジェール』1998年，1頁。
㈹　PatrickGilliard，L短tremepauvret6auN＊r，PariS，2005，p．16．
個　ニジェール共和国教育基本法第12条（Adcle12）。
榊　MarcelInne，PP．cit．，p．224．
糾　Ministeredel’Educa伝onnationale，Guidem6thodoILqiquepourenseknerlesA．PP，Niamey，1994．
田）乃壷．
Cz3）OliverMEUNIER，PP．cit，p．106．
糾　生産実習活動の教員研修が開始されたのは1985年からである（Ministさredel，EducationNationale，Guide
methodolqgiquePourenseknerlesA．PP，Niamey，1994）。
CZS）小学校の卒業資格である，CFEPD（CertificatdeFind，EtudesduPremierDegr色）の試験。マドラサでは
CEPE－FACertiEcatd’EtudesPr・imairesEl6mentairesFrancoarabesの試験が実施される。
幽　Ministとredel’Educationnationale，坤．cit．，pp．162－163．
銅　乃i．，p．215．
幽JICA『ニジェール共和国住民参画型学校運営改善計画終了時評価調査報告書』2007年，124頁。
¢功　同上。
餉　同上，132頁。
糾　学校運営委員会の役員は，学校長，教員代表者，保護者代表者，母親会代表者から構成されるOICA『ニ
ジェール共和国住民参画型学校運営改善計画中間評価調査報告書』2005年）。
幽　調査は2005年12月25日から26日に実施した。
幽JICA『みんなの学校だより』vol．8，VOl．9，2005年。
糾　タマ小学校女性グループへの著者によるインタビュー（2005年12月26日）。
幽　コツサ第一小学校学校運営委員会役員への著者によるインタビュー（2005年12月26日）。
錮　タマ小学校長への著者によるインタビュー（2005年12月26日）。
87日ICA『ニジェール共和国住民参画型学校運営改善計画実施協議報告書』2004年，96頁。
㈱トロデイー小学校校長への著者によるインタビュー（2006年3月16日）。
